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Ⅰ伐採 、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項 

１ 森林整備の現状と課題
本町は、鳥取県の南西部に位置し、東部及び南部は中国山地を県境として岡山県の真庭市に接

し、北部は大山町、伯耆町、西部は伯耆町、南部は日野町に接する山岳の中腹に位置している。 

本町の総面積は１２，４５２ｈａそのうち森林面積は１０，３１５ｈａで総面積の約８２％を

占めている。民有林面積は９，２２５ｈａ、そのうちスギ、ヒノキを主体とした人工林の面積は

４，７７４ｈａであり、人工林率５２％で県平均を多少下回っている。 

しかし、４～７齢級の要間伐林分が４，２８５ｈａと４６％を占めており今後、保育・間伐

を適正に実施していくことが重要である。しかしながら、国産材需要の低迷、経営コストの

上昇、林業従事者の減少、高齢化等に起因して林業生産活動が全般にわたって停滞し、間伐・

保育等が適正に実施されていない森林が増加している。このため、町、森林組合、森林所有

者等が一体となって計画的に間伐・保育などの森林整備を積極的に進めることとし、その基

盤となる路網整備を推進する。更に今後は森林組合等による施業の実施体制の整備、森林組

合又林業関連事業体の育成、関連施策の積極的活動等を図り森林整備の目標達成に努める。 

２ 森林整備の基本方針

（１）地域の目指すべき森林資源の姿 

森林の有する機能 望ましい森林資源の姿 

水源涵養機能 

 下層植生とともに樹木の根が発達することにより、水を蓄える隙間に富

んだ浸透・保水能力の高い森林土壌を有する森林であって、必要に応じて

浸透を促進する施設が整備されている森林。 

山地災害防止機能 

／土壌保全機能 

 下層植生が生育するための空間が確保され、適度な光が差し込み、下層

植生とともに樹木の根が深く広く発達し土壌を保持する能力に優れた森

林であって、必要に応じて山地災害を防ぐ施設が整備されている森林。 

快適環境形成機能 

 樹高が高く下枝が密に着生しているなど遮断能力が高く、かつ風害、潮

害等の諸被害に対する抵抗性が高い森林及び汚染物質の吸着能力が高く、

かつ抵抗性があり、葉量の多い樹種によって構成されている森林｡ 

保健・レクリエー

ション機能 

 自然とのふれあいの場として適切に管理され、多様な樹種等からなり、

住民等に憩いと学びの場を提供している森林であって、湖沼、渓谷等の観

光的に魅力のある自然景観を有する森林や、必要に応じてキャンプ場や自

然公園等の保健・教育活動に適した施設が整備されている森林。 

文化機能 

 史跡・名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成し

ている森林であって、必要に応じて文化活動に適した施設が整備されてい

る森林。 

生物多様性保全機能
原生的な森林生態系、希少な生物が成育・生息する森林。陸域・水域に

またがり特有の森林が生育・生息する渓河畔林。

木材等生産機能 

 林木の生育に適した森林土壌を有し、適切な林分密度を保ち、形質の良

好な林木からなる成長量の多い森林であり、林道等の生産基盤が適切に整

備されている森林。 
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（２）森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策 

森林の区分 森林整備及び保全の基本方針 

水源涵養機能 

 良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・間伐を促進しつ

つ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とすると共に、伐採に伴

って発生する裸地については、縮小及び分散を図ることとする。また、立

地自然条件や県民のニーズ等に応じ、奥地水源林等の人工林における針広

混交の育成複層林化など天然力も活用した施業を推進することとする。 

 ダム等の利水施設上流部等において、水源涵養の機能が十全に発揮され

るよう、保安林の指定やその適切な管理を推進することを基本とする。 

山地災害防止機能

／土壌保全機能 

 災害に強い基盤を形成する観点から、地形、地質等の条件を考慮した上

で、林床の裸地化の縮小及び回避を図る施業を推進するとともに、高齢級

の森林への誘導を推進することとする。また、自然条件や県民のニーズ等

に応じ、天然力も活用した施業を推進することとする。 

 集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域等において、土砂

の流出防備等の機能が十全に発揮されるよう、保安林の指定やその適切な

管理を推進するとともに、渓岸の侵食防止や山脚の固定等を図る必要があ

る場合には、谷止や土留等の施設の設置を推進することを基本とする。

快適環境形成機能 

 地域の快適な生活環境を保全する観点から、風や騒音等の防備や大気の

浄化のために有効な森林の構成の維持を基本とし、樹種の多様性を増進す

る施業や適切な保育・間伐等を推進することとする。 

 快適な環境の保全のための保安林の指定やその適切な管理、防風、防潮

等に重要な役割を果たしている海岸林等の保全を推進することとする。 

保健・レクリエー 

ション機能 

  県民に憩いと学びの場を提供する観点から、自然条件や県民のニーズ等

に応じ広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進することとする。

 また、保健等のための保安林の指定やその適切な管理を推進することとする。

文化機能 
 美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進することとする。また、

風致のための保安林の指定やその適切な管理を推進することとする。 

生物多様性保全機

能 

 原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・水域に

またがり特有の生物が成育・生息する渓畔林などの属地的に機能の発揮が

求められる森林については、生物多様性保全機能の維持増進を図る森林と

して保全することとする。また、野生動物のための回廊の確保にも配慮し

た適切な保全を推進することとする。

木材等生産機能 

 木材等の林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点から、森林

の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木を生育させるため

の適切な造林、保育及び間伐等を推進することを基本として、将来にわた

り育成単層林として維持する森林では、主伐後の植栽による確実な更新を

行う。 

この場合、施業の集団化や機械化を通じた効率的な整備を推進することを基

本とする。 
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３ 森林施業の合理化に関する基本方針

森林所有者に対する施業内容やコストの提案を行うなど普及･啓発活動を強化し、森林所有者や

森林経営の受委託者等の合意形成を図ることで、森林施業の共同化及び森林経営の受委託等を促進する。 

また、地形に合った機械作動システムの導入・定着やオペレーターの養成、林業労働者の確保・

育成を図り、低コスト化や効率的な路網整備を行うこととする。 

Ⅱ 森林の整備に関する事項

第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く） 

１ 樹種別の立木の標準伐期齢 

地  区 

樹       種 

ス ギヒノキマ ツ 
その他 

針葉樹 
クヌギコナラ

その他 

広葉樹 

町内全域 40年 45年 35年 45年 10年 10年 20年 

２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法 

  ア 皆伐 

（ア）皆伐に当たっては、気候、地形、土壌等の自然的条件及び公益的機能の確保の必要性を踏

まえ、適切な伐採区域の形状、一か所当たりの伐採面積の規模及び伐採区域のモザイク的配

置に配慮し、的確な更新を図ることとする。また、皆伐によるものについては、伐採面積の

規模に応じて少なくともおおむね20ヘクタールごとに保護帯を設けるものとする。 

（イ）皆伐の時期については、標準伐期齢を越えた森林が急増する森林構成を踏まえ、公益的機

能の発揮との調和に配慮し、木材等資源の効率的な循環利用を考慮して多様化、長期化を図

ることとし、多様な木材需要に対応した林齢で伐採するものとすること。 

（ウ）伐採跡地については、ぼう芽による更新が確実な林分を除き、的確な更新により裸地状態

を早急に解消するため、気候、土壌等の自然的条件に適合した樹種を早期に植栽するものと

すること。 

また、ぼう芽による更新を行う場合には、ぼう芽の発生状況等を考慮し、必要に応じ、芽

かき、植込みを行うこととする。 

（エ）皆伐後天然更新を行う場合は、１か所当たりの伐採面積及び伐採箇所は人工造林の場合に

準ずるが、更新を確保するため伐区の形状、母樹の保存等について配慮し、ぼう芽更新の場

合は、良好なぼう芽を発生させるため11月から３月までの間に伐採するものとすること。

人工林の生産目標ごとの主伐の時期は、下表の期待径級を目安として定めるものとすること。

地 域 樹 種 生産目標 期待径級(cm)

町内全域 ス ギ 
心持ち柱材 18 

一般建築材 26 
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造 作 材 34 

ヒノキ 

心持ち柱材 18 

一般建築材 26 

造 作 材 34 

マ ツ 
一 般 材 18 

梁 桁 材 28 

イ 択伐 

（ア）択伐に当たっては、森林の有する多面的機能の維持増進が図られる適正な林分構造となる

よう、一定の立木材積を維持するものとし、単木・帯状又は群状を単位として、伐採区域全

体ではおおむね均等な割合で行うものとする。 

（イ）森林の生産力及び公益的機能の増進が図られる林型に誘導することを目標に適正な繰り返

し期間とし伐採率は30パーセント以下（伐採後の造林が人工植栽による場合にあっては40

パーセント以下）を基準とすること。 

 ３ その他必要な事項 

ア 主伐を見合わせるべき立木の樹種別の年齢の指針 

主伐を見合わせるべき立木の樹種別の年齢は、生育途上にある立木が当該年齢に達するまで

は主伐を見合わせることにより、森林生産力の有効な利用を図るための指標であり、制限林で

伐採について禁止され、又は伐採の年齢につき制限を受けている森林以外の森林に適用される

が、主要樹種について、森林生産力の阻害を防止する観点から、連年成長量が最大となる年齢

を基準として、次に示すとおりとする。 

地   区 
樹      種 

ス ギ ヒノキ マ ツ その他針葉樹 

町内全域 20年 25年 20年 25年 

   イ 老齢林であるなどの理由により伐採を促進すべき林分の指針 

     制限林、特用林、自家用林、試験研究の目的に供している森林以外で、老齢林等のため風害、

病害虫等の被害を受けているもの、又は受けやすいものであって、地理的条件からみて伐採

が容易なものについて定めるものとすること。 

第２ 造林に関する事項 

１ 人工造林に関する事項                                 

人工造林については、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や、公益的機能の発揮の必

要性から植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等生産機能の発揮が期待され、将来にわ

たり育成単層林として維持する森林において行うものとする。 

（１）人工造林の対象樹種 

     人工造林をすべき樹種は、町内の森林の自然的条件及び木材の利用状況を勘案して、次のと
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おりとする。 

苗木の選定にあたっては、成長や形質にすぐれたものの導入や少花粉スギ等花粉症対策苗木

の導入を検討するように努めること。 

区    分 樹 種 名 備    考 

 人工造林の対象樹種 スギ、ヒノキ、クヌギ、コナラ、ケヤキ等

（２）人工造林の標準的な方法 

   ア 人工造林の樹種別及び仕立ての方法別の植栽本数

 樹 種 仕立て方法 植栽本数（本／ha） 

スギ、ヒノキ、マツ 
中仕立て ３，０００ 

疎仕立て １，６００ 

イ その他人工造林の方法 

区  分 標準的な方法 

地拵えの方法 

植え付けの障害となる雑草木、ササ類等の刈り払い及び伐採木の末木枝条を取

り除き、苗木の植え付けを容易にする。 

 急傾斜地においては、伐採木の株を利用して末木枝条で棚積みを行い、雪崩

や山地崩壊の防止を図る。 

植付けの方法 

 苗木の生長活動の盛んな時期の植え付けは避け、春植えにおいては苗木の生

長が始まる直前に、また秋植えにおいては苗木の生長が終わる頃に行う。 

 気候その他の立地条件及び既往の植付け方法を勘案して定めるとともに、適

期に植付けるものとすること。 

植栽の時期 
 苗木の生長時期の盛んな時期の植付けは避け､春植えにおいては苗木の生

長が始まる直前に、また秋植えにおいては、苗木の生長が終わる頃に行う。

    なお、新技術の定着に合せてコンテナ苗の活用を推進するとともに、伐採から造林まで 

    の一貫作業システムの導入に努める。 

ウ 伐採跡地の人工造林をすべき期間 

森林資源の積極的な造成とともに、林地の荒廃を防止するため、人工造林を伴うものにあっ

ては伐採後原則として２年以内に更新する。この場合、下刈等の保育作業の省力化のため、コ

ンテナ苗等の活用を図り、育林コストの低減に努めるものとする。ただし、択伐により広葉樹

林化、針広混交林化等の多様な森林へ誘導する場合は、伐採後おおむね５年を超えない期間を

目安として、天然力を活用した更新を推進する。 
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２ 天然更新に関する事項

（１）天然更新の対象樹種 

ア ぼう芽更新 

ぼう芽の優劣が明らかとなる３・４年目ごろに、根又は地際部から発生しているぼう芽を１株

当たりの仕立て本数３～４本を目安として、ぼう芽整理を行うこととすること。 

イ 天然下種更新 

笹や粗腐植の堆積等により更新が阻害されている箇所では、末木枝条類の除去又はかき起こ

しを行うこと。発生した稚樹の生育を促進するための刈り出しを行うほか、更新の不十分な箇

所には植込みを行うこととすること。 

区    分 樹 種 名 

 天然更新の対象樹種  アカマツ、クロマツ 

 ぼう芽更新可能樹種
クリ、クヌギ、コナラ、ケヤキ、ヤマザクラ、トチノキ、モミジ、

カエデ類、高木性の樹種 

（２） 天然更新への標準的な方法 

  ア 天然更新の対象樹種の期待成立本数  

樹  種 期待成立本数 

アカマツ、クロマツ、 

クリ、クヌギ、コナラ、ケヤキ、

ヤマザクラ、トチノキ、モミジ、

カエデ類、高木性の樹種 

「天然更新完了基準」（平成19年6月18日付第

200700047753号鳥取県農林水産部林政課長通知）に定める

期待成立本数による。 

イ 天然更新補助作業の標準的な方法 

区  分 標準的な方法 

地表処理 

ササの繁茂や枝条の堆積等により、天然下種更新が阻害されている箇所につ

いては、掻き起こしや枝条整理等を行い、種子の定着及び発育の促進を図る

ものとする。 

刈出し 
天然幼稚樹の育成がササ等の下層植生によって阻害されている箇所について

は、幼稚樹の周囲を刈払い幼稚樹の成長の促進を図るものとする。 

植込み 
天然下種更新及び萌芽更新の不十分な箇所については、経営目標等に適した樹

種をして植込みを行うものとする。 

芽かき 
萌芽更新を行った箇所において、目的樹種の発生状況により必要に応じて優良

芽を１株あたり２本残すものとし、それ以外を掻き取ることとする。 
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ウ その他天然更新の方法

天然更新の完了については「天然更新完了基準」（平成19 年6 月18 日付第20070047753 号
鳥取県農林水産部林政課長通知）を用いるものとし、更新すべき立木の本数に満たず、天然更新

が困難であると判断される場合には天然更新補助作業又は人工造林により確実に更新を図ること

とする。

（３） 伐採跡地の天然更新をすべき期間 

天然更新によるものは、森林の有する公益的機能の維持及び早期回復のため、早期に更新を図

るものとし、伐採後おおむね５年を超えない期間を経過した時点で、更新の完了基準に基づき、

県又は江府町による更新状況の確認を受けるものとする。更新補助作業が必要な場合、森林所有

者等は芽かき、刈出し、補植等を行い確実な更新が図られるよう努めることとする。 

３ 植栽によらなければ的確な更新が困難な森林の所在 

ぼう芽更新に適した立木や天然更新に必要な幼稚樹の生育状況、林床や地表の状況、病害虫な

どの被害の発生状況等の観点から、天然更新が期待できない森林について、適確な更新を確保す

ることとする。 

４ 森林法第10 条の9 第4 項の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の基準
（１）造林の対象樹種

ア 人工造林の場合

区    分 樹 種 名 備    考 

 人工造林の対象樹種 スギ、ヒノキ、クヌギ、コナラ、ケヤキ等

イ 天然更新の場合

区    分 樹 種 名 備    考 

 天然更新の対象樹種  アカマツ、クロマツ 

 ぼう芽更新可能樹種 

クリ、クヌギ、コナラ、ケヤキ、ヤマ

ザクラ、トチノキ、モミジ、カエデ類、

高木性の樹種 

（２）生育しうる最大の立木の本数

「天然更新完了基準」（平成19 年6 月18 日付第20070047753 号鳥取県農林水産部林政課長
通知）で定める期待成立本数とし、その本数に10 分の３を乗じた本数（ただし、草丈に一定程
度の余裕高を加えた樹高以上のものに限る。）以上の本数を更新する。

５ その他必要な事項

該当無し
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第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他間伐及び保育の基準

１ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

間伐とは、原則として、林冠が隣り合わせた樹木の葉が互いに接して葉の層が林地を覆ったよ

うになり、うっ閉し（樹冠粗密度が10分の８以上になること）、立木間の競争が生じ始めた森林

において、主に目的樹種の一部を伐採して行う伐採の方法であって、材積にかかる伐採率が35％

以下であり、かつ、伐採年度の翌伐採年度の初日から起算しておおむね５年後においてその森林

の当該樹冠粗密度が10分の８以上に回復することが確実であると認められる範囲内で行うものとする。 

森林の立木における生育の促進並びに林分の健全化及び利用価値の向上を図るため、次表に示

す内容を標準とし、既往における間伐の方法を勘案して、立木の競合状態等に応じた間伐の開始

時期、繰り返し期間、間伐率、間伐木の選定方法により実施することとする。 

間伐の繰り返し期間、間伐率の設定に当たっては、人工林の齢級構成、直近の間伐の実施状況

を考慮し、保育間伐の遅れが著しい森林に対しては、気象災害に十分注意すること。 

また、高齢級間伐（７齢級以上の間伐）について、既往の長伐期施業（大径材）だけでなく、

保育の遅れた森林について、積極的に導入することとする。 

樹 種施業体系
間 伐 時 期 （年） 

間伐の方法 
初 回 ２回目 ３回目 ４回目 

ス ギ大径材15 ～ 20 25 ～ 30 35 ～ 45 50 ～ 60原則としてスギ林分密度

管理図を利用する 一般材15 ～ 20 25 ～ 35

ヒノキ
大径材15 ～ 20 25 ～ 30 40 ～ 50 60 ～ 70原則としてヒノキ林分密度

管理図を利用する 一般材15 ～ 20 25 ～ 35

※  原則として、間伐の間隔は、スギの標準伐期齢未満で10 年、標準伐期齢以上で15 年、ヒノキ
の標準伐期齢未満で10 年、標準伐期齢以上で20 年とする。

２ 保育の種類別の標準的な方法 

森林の立木における生育の促進及び林分の健全化を図るため、下表に示す内容を基礎とし、既往

における保育の方法を勘案して、時期、回数、作業方法その他必要な事項を定めるものとする。 

樹 種
保育の

種 類

実   施   年   齢 

１２３４５６７８９10111213141516～2021～2526～30

ス ギ

ヒノキ

下刈り ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △

つる切 ← △ → ← △ →

除 伐 ← ○ → ← △ →  

雪起こし← △ →

枝打ち ← ○ → ←  △  →  
△    （注） は必要に応じて実行する。 

第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項

１ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域内における森林施業の方法 
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（１） 水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

（以下、水源涵養維持増進森林という。） 

ア 区域の設定 

水源涵養保安林や干害防備保安林、ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源地周辺

の森林、地域の用水源として重要なため池、湧水地、渓流等の周辺に存する森林、水源涵養機能

の評価区分が高い森林など水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森

林を別表１のとおりとする。 

イ 森林施業の方法 

主伐の伐期齢の下限は、標準伐期齢に10年を足した林齢とし、次の表のとおりとする。皆伐

によるものについては伐採面積の規模を縮小し、伐採に伴って発生する裸地の縮小及び分散を図

ることとする。 

区域 

樹     種 

スギ ヒノキ マツ 
その他 

針葉樹 
クヌギ コナラ 

その他 

広葉樹 

町内全域 50年 55年 45年 55年 20年 20年 30年 

（２） 土地に関する災害の防止及び土壌の保全機能、快適な環境の形成の機能又は保健文化機能の維

持増進を図るための森林施業を推進すべき森林その他水源涵養維持増進森林以外の森林 

ア 区域の設定 

イ 森林施業の方法 

（下表は地域森林計画で定める標準伐期齢を概ね２倍した林齢） 

区域 

樹     種 

スギ ヒノキ マツ 
その他 

針葉樹 
クヌギ コナラ 

その他 

広葉樹 

町内全域 50年 55年 45年 55年 20年 20年 30年 

第５ 委託公益的機能別施業森林等の整備に関する事項

ア 区域の設定 

① ④次の～の森林について、維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林を別表1により定
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めるもとする。 

① 土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべ

き森林（以下、山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林という） 

② 快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下、快適環

境機能維持増進森林という） 

該当なし 

③ 保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下、保健分化機能維持

増進森林という） 

   ④ その他の公益的機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

   該当なし 

イ 森林施業の方法 

地形・地質等の条件を考慮した上で伐採に伴って発生する裸地化の縮小並びに回避を図ると

ともに天然力も活用した施業、風や騒音等の防備や大気の浄化のための有効な森林の構成の維持

を図るための施業、憩いと学びの場を提供する観点からの広葉樹の導入を図る施業、美的景観の

維持・形成に配慮した施業を推進する。 

これらの公益的機能の維持増進を特に図る必要がある場合には、択伐による複層林施業を推

進すべき森林として定める旨、それ以外の森林については、択伐以外の方法による複層林施業を

推進すべき森林とする。 

また、適切な伐区の形状・配置等により、伐採後の林分においてこれらの機能の確保ができ

る森林は、長伐期施業を推進すべき森林として定めるものとし、主伐の時期を標準伐期齢のおお

むね２倍以上とするとともに、伐採に伴って発生する裸地の縮小及び分散を図ることとする。 

なお、主伐の伐期齢の下限は、次の表のとおりとする。 

区域 

樹     種 

スギ ヒノキ マツ 
その他 

針葉樹 
クヌギ 

その他 

広葉樹 

町内全域 64年 72年 56年 72年 16年 32年 

２ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域内及び当該区域にお

ける施業の方法 

ア 区域の設定 

林木の生育に適した森林、林道等の開設状況等から効率的な施業が可能な森林、木材等生産

機能の評価区分が高い森林で、自然的条件等から一体として森林施業を行うことが適当と認めら

れる森林について、木材の生産機能の維持増進を図る区域とする。 

この際、区域内において公益的機能別施業森林と重複する場合には、それぞれの機能の発揮

に支障がないように定めることとする。 

イ 森林施業の方法 

木材等林産物を継続的、安定的かつ効率的に供給するため、生産目標に応じた主伐の時期及

び方法を定めるとともに、適切な造林、保育及び間伐等を推進することを基本とし、森林施業の
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集約化、路網整備や機械化等を通じた効率的な森林整備を推進する。 

３ その他必要な事項

（１）施業実施協定の締結の促進方法 

講演会及び説明会等による施業実施協定の制度周知を図り、施業実施協定の参加を促進する。 

（２）その他 

該当なし 

第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項

１ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大に関する方針 

森林施業を適切に行っていない森林所有者が多い地域にあっては、林業事業体や森林組合等によ

る経営の受委託を促進する。この際、施業内容やコストを提案し、施業意欲を喚起するよう努める

ものとする。また、特に、不在村森林所有者の多い地域では、当該所有者に対する普及・啓発活動

を強化し、森林経営委託の推進に努める。 

さらに、森林クラウドの活用や林地台帳、地籍調査との連携により、森林境界の明確化を進め、

所有者情報や施業履歴などの森林情報を整備・管理することにより、県内の動向を把握し、森林経

営の規模の拡大を図ることとする。 

２ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大を促進するための方策

森林所有者等ヘの長期の施業の委託等森林の経営の委託の働きかけ、森林の経営の受委託等を担

う林業事業体等の育成、施業の集約化に取組む者に対する森林の経営の受託等に必要な情報の提供、

助言及びあっせんに努め、森林の施業又は経営の受託等による経営規模の拡大を促進する。

３ 森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項

間伐等の森林施業に加え、路網整備や森林保護に関する項目を含む内容で森林経営の受委託等を

行う。その際、森林の技術や知識を有した者と契約締結を進めるよう留意する。

４ 森林の経営管理制度の活用に関する事項

  森林の経営管理（自然的経済的社会的諸条件に応じた適切な経営又は管理を持続的に行うことを

いう。以下同じ。）を森林所有者自らが実行できない場合には、市町村が経営管理の委託を受け、

林業経営に適した森林について意欲と能力のある林業経営者に再委託するとともに、再委託できな

い森林及び再委託に至るまでの間の森林については、市町村が自ら経営管理を実施する森林経営管

理制度の活用を促進するものとする。

５ その他必要な事項

該当無し
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第６ 森林施業の共同化の促進に関する事項

１ 森林施業の共同化の促進に関する方針 

団地的まとまりのある地域については、森林組合等の林業事業体が連携して森林施業の団地化の

普及啓発活動を行い、周知を図るとともに、森林組合等の事業体による森林所有者等の合意形成活

動と施業提案活動を推進する。併せて、今後、間伐等の適切な整備及び保全を推進するための条件

整備として、境界の整備など森林管理の適正化を図るものとする。

２ 施業実施協定の締結その他森林施業の共同化の促進方針

間伐、路網整備などの共同化を重点的に実施する。その推進にあたっては森林組合との連携、不

在村森林所有者への働きかけを行うこととする。

３ 共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項

施業実施の共同化を効果的に促進するため、路網、土場、作業場等の施設の設置及び維持管理の

方法並びに利用に関し必要な事項をあらかじめ明確にすること。また種苗の共同購入等共同して行

う施業の実施方法についてもあらかじめ明確にすること。さらに、明確にした事項につき遵守しな

いことにより、他の共同施業実施者に不利益を被らせ又は施業実施の共同化の実効性が損なわれる

ことのないよう、あらかじめ、施業の共同実施の実効性を担保するための措置について明確にする

こと。

４ その他必要な事項

該当なし

第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項

１ 効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムに関する事項 
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作業路網の整備計画

林道開設の推進と併せ、間伐・保育を早急に進めるため、特にこれまでに一度も間伐を行っ

ていない森林が集団的に存する地区、長伐期施業の適切な実施のための高齢級間伐等の実施が必

要な地区等の森林のうち、施業実施協定に基づく作業路の開設について、国庫補助残の単町嵩上

げ補助を行う等により、作業路の開設を積極的に推進するものとする。 

２ 路網の整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域に関する事項 

   該当なし

３作業路網の整備に関する事項

（１）基幹路網に関する事項

ア 基幹路網の作設にかかる留意点

安全の確保、土壌の保全等を図るため、適切な規格・構造の路網整備を図る観点等から、林道規

程（昭和48 年4 月1 日林野道第107 号林野庁長官通達）及び鳥取県林業専用道作設指針（平成23
年3 月31 日第201000207814 号）に則り開設することとする。
また、林道整備の目的等を踏まえ、森林・林業及び林道整備の特性、現場条件等を勘案して、構

造・規格等を決定するとともに、自然条件や社会的条件が良く、将来にわたり育成単層林として維

持する森林を主体に整備を加速させるなど、森林施業の優先順位に応じた整備（路網改良を含む）

を推進することとする。

イ 基幹路網の整備計画

区分 作業システム
路網密度 

基幹路網 細部路網 全体 

緩傾斜地 車両系 
35～50 65～200 100～250

（0°～15°） 作業システム

中傾斜地 車両系 

25～40

50～160 75～200
（15°～30°） 作業システム

架線系 
0～35 25～75

作業システム

急傾斜地 車両系 

15～20

45～125 60～150
（30°～35°） 作業システム

架線系 
0～25 15～50

作業システム

急峻地 

（35°～  ）

架線系 

作業システム
5～15 － 5～15
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開設
／
拡張

種類 区分
位置 

市町村
路線名 延長及び箇所数 

利用区域 

面  積 

前半５ヵ年

の計画箇所
備考 

開設自動車道林道武庫 
宝仏山 

１号 
3.6km-1箇所 686ha ○  森林基幹道 

開設自動車道林道御机 後紬 6.0km 1箇所 326ha ○  林業専用道 

開設自動車道林道俣野 篠谷 1.0km-1箇所 51ha   森林管理道 

開設自動車道林道
久連

下安井

久連 

下安井 
5.5km 1箇所 515ha 森林管理道 

開設自動車道林道久連 大谷 1.0km-1箇所 144ha   森林管理道 

開設自動車道林道助沢 助沢 1.5km-1箇所 103ha   森林管理道 

開設自動車道林道俣野 古屋敷 0.7km-1箇所 142ha   森林管理道 

開設自動車道林道
助沢 

俣野 
助沢 

俣野 
1.0km-1箇所 150ha   森林管理道 

開設自動車道林道柿原 柿原 0.7km-1箇所 90ha   森林管理道 

開設自動車道林道貝田 貝田 1.5km-1箇所 93ha   森林管理道 

拡張改良   武庫 
宝仏山 

１号 
1.0km-1箇所 686ha   幹線 

拡張舗装   俣野 木地河原 1.0km-1箇所 244ha   その他 

拡張舗装   武庫 半ノ上 2.7km-1箇所 157ha   その他 

拡張改良   貝田 寺谷 0.3km-1箇所 159ha  その他 

拡張舗装   貝田 寺谷 0.3km-1箇所 159ha  その他 

拡張舗装   武庫 
ヒキジ

高谷 
0.7km-1箇所 81ha   その他 

拡張改良   武庫 カズチ 0.2km-1箇所 138ha   その他 

拡張改良   貝田 
ハセン

谷 
1.0km-1箇所 127ha   その他 

拡張舗装   
江尾 

俣野 
江尾 

俣野 
1.9km-1箇所 212ha   その他 

ウ 基幹路網の維持管理に関する事項

森林環境保全整備事業実施要領（平成14年３月29 日付け13 林整整第885 号林野庁長官通知）、
民有林林道台帳について（平成８年５月16日８林野基第158 号林野庁長官通知）等に基づき、管
理者を定め、台帳を作成して適切に管理する。
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（２） 細部路網の整備に関する事項

ア 細部路網の作設に係る留意点

継続的な使用に供する森林作業道の開設について、基幹路網との関連の考え方や丈夫で簡易な規

格・構造の路網を整備する観点等から鳥取県森林作業道作設指針（平成23 年3 月31 日第

201000193342 号）に則り開設することとする。

イ 細部路網の維持管理に関する事項

鳥取県森林作業道作設指針（平成23 年3 月31 日第201000193342 号）等に基づき、森林作業
道が継続的に利用できるよう適正に管理する。

４ その他必要な事項

該当なし

第８ その他必要な事項

１ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項

本町の林家の大部分は小規模所有者であり、さらに保有森林も７齢級以下の若齢林が多いため生産

性も低く、林業のみで生計を維持することは困難である場合が多い。従って、森林施業の共同化を通

じて合理化を進めるとともに、農業との複合経営による経営の健全化及び安定化を目標とし、林道・

作業路等の路網整備による生産コストの低減及び労働強度の低減を図ることとする。

また、森林組合については、高性能林業機械の積極的な導入により、作業の効率化に努めると

ともに、作業班の編成を拡充することにより体質改善を図り、組合員と密着した協同組合として

の機能を充分に発揮できるよう、各種事業の受委託の拡大及び労務班の雇用の通念化と近代化に

努めることとする。

（１） 林業労働者の育成 

林業労働者の主たる就労の場である森林組合の各種事業の受委託の拡大等を図りつつ、労

務班員の労働安全の確保、各種社会保険への加入等就労条件の改善に努めるとともに林業従

事者に対し技術研修会・林業講習会等を開催し、林業技術の向上や各種資格を取得するため

の条件整備を行うこととする。

 また、本町と森林組合が一体となって、森林所有者や地域住民等を対象に行う林業体験等

の取組みを通じて森林・林業の社会的意義や役割・魅力等について積極的に紹介していくこ

ととする。

（２） 林業後継者等の育成  

   （ア）県内外の木材市況の動向把握に努め、情報を提供するとともに、木材消費の開拓につい 
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     て町としても検討することとし、林業経営の魅力を高めるようにすることとする。 

（イ）各種林業補助施策の導入について検討することにより、林業の活性化と林業従事者の生 

活環境の整備を図るとともに、林業技術等の啓発、普及及び後継者の育成に努めること    

  とする。 

（ウ）活動拠点施設の整備 

     該当なし 

（３） 林業事業体の体質強化方策 

     本町の林業の中心的な担い手である森林組合については、施業の共同委託化による受注体制 

    の整備、経営の多角化等を通じた事業量の拡大を図ることにより就労の安定化・近代化に努め 

    ることとする。 

２ 森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項 

 （１） 林業機械化の促進方法 

本町の森林の人工林は７齢級以下が大半であり、間伐の実施が最も必要な時期となっている。 

だが、林家の経営は零細で、かつ、林道等の基盤整備が十分でないことなどから、機械化

の遅れは顕著である。 

林業就労者の減少及び高齢化の傾向の中にあって、森林施業の合理化を図るためには、林業

機械化は必要不可欠であることから、生産性の向上、労働強度の軽減及び生産コストの低減を

図るために傾斜地の多い地形条件や樹種等に対応した機械化の導入・更新を図るものとする。 

 （２） 高性能機械を主体とする林業機械の導入目標 

   （１）を踏まえ、高性能機械を主体とする林業機械の導入･更新目標を次のとおり設定する。 

区 分 現 状（参考） 将 来（更新） 

伐 倒 チェンソー、ハーベスター チェンソー、ハーベスター 

造 材 チェンソー、プロセッサー チェンソー、プロセッサー 

集 材 
集材機、グラップル、フォワーダー、集材機、グラップル、フォワーダー、

タワーヤーダー 

地 拵 人力、刈払機 人力、刈払機、地拵機械 

下 刈 〃 人力、刈払機、下刈機械

枝 打 人力・動力枝打機 人力・動力枝打機 
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 （３） 林業機械化の促進方策 

① 森林組合によるタワーヤーダー、プロセッサ等の高性能林業機械の導入・更新 

② 森林組合を中心とした枝打ち作業等による森林施業の機械化を促進・更新 

③ 間伐の早急な実施を推進するため、森林組合の林内作業者、集材機等の導入・更新 

④ 高性能林業機械のオペレーターを育成するため県の実施する研修会等への積極的な参加等を

推進し、林業における安全性の確保及び生産コストの低減を推進 

３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項

 本町における素材の流通・加工については、森林資源の成熟度が低いことから、いずれも小規

模・分散的であり、流通・加工コストの低減が重要な課題である。このため、間伐を中心に伐採

の計画的実行によりロットの確保を図るとともに、間伐材の確保に努めることとする。特用林産

物のうち本町の特産品の一つであるシイタケについては、俣野地区において生産が積極的に行わ

れているが、いずれも個人経営で小規模であり、生産量はほぼ横ばいである。今後については、

原木ほだ木の安定的供給、経営の共同合理化及び品質の向上を図り、農協と連携して販路の拡大

に努め生産振興を図ることとする。

 また、自然食品志向に着目し、これまで利用されなかった樹木や山菜等を地域の新たな資源と

して見直し、利用方法を開発することとする。
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Ⅲ 森林の保護に関する事項

第１ 鳥獣害の防止に関する事項

１ 鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法 

該当なし 

２ その他必要な事項

野生鳥獣、特にニホンジカによる森林被害について、森林所有者、森林組合及び猟友会等と連

絡等を取ることにより被害の早期発見に努め、被害が確認された場合は、日野郡鳥獣被害対策協

議会や県と連携して適切な被害防止対策または駆除を実施することとする。

第２ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他の森林の保護に関する事項

１ 森林病害虫等の駆除及び予防の方法

（1）森林病害虫の駆除及び予防の方針及び方法
森林病害虫等による被害の早期発見及び早期駆除に努めることとする。

特にナラ枯れ被害については大山周辺で発生が続いており、本町の広葉樹林に多く見られるコナ

ラ、ミズナラについて、新たな技術導入を含め適切な防除方法を検討し、被害の拡大防止を図る

こととする。さらに、監視体制を強化し早期発見に努めるとともに、拡大防止のため伐倒駆除の

必要が生じた場合は、有識者の意見を聞きつつ、伐採の促進に関する指導等を行うこととする。 

（2）その他
森林組合及び森林所有者等と連絡を取り被害の早期発見に努め、被害が確認された際には県

等の関係機関と連携することにより、適切な駆除を実施することとする。 

２ 鳥獣害対策の方法（第1 に掲げる事項を除く） 

野生鳥獣による森林被害については、鳥獣保護管理施策や農業被害対策等との連携を図りつつ

生息状況や森林被害のモニタリングに協力し、生息・被害実態の把握に努め、その結果を踏まえて、

県、日野郡鳥獣被害対策協議会、森林組合及び森林所有者が連携して、個体数の管理や被害防除対

策を総合的に推進する。 

また、放置され里山や竹林は野生鳥獣の集落への出没や農作業被害を誘発させているため、森林

内の刈り払いや除伐等を行うことにより、緩衝帯としての機能を回復させ、出没しにくい環境作り

づくりに務めることとする。 

３ 林野火災の予防の方法 

レクリエーション等による森林の利用が増大する中で、林内への入込者が多い地域を重点に、火

災予防等に関する啓発のための看板を設置する。また、森林保全巡視指導員等により巡視を実施し、

火災予防の啓発指導をはじめ、保安林の巡視、違法行為の発見と指導、病害獣害その他災害の発見
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等に努めるものとする。 

４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項 

火入れを行う場合は、森林法第21条第2項各号に掲げる目的に該当することとし、江府町林野

等の火入れに関する条例に則し行うものとする。 

５ その他必要な事項 

（１）病害虫の被害を受けている等の理由により伐採を促進すべき林分

病害虫防除のため緊急に伐倒駆除等を実施する場合等については、関係機関と協議の上、町が個

別に判断するものとする。 

（２）その他

該当なし

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項

１ 保健機能森林の区域 

該当なし 

２ 保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の方法に関する事項 

  該当なし 

３ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する事項 

該当なし 

４ その他必要な事項 

        該当なし 

Ⅴその他森林の整備のために必要な事項

１森林経営計画の作成に関する事項

（１）森林経営計画の記載内容に関する事項

森林経営計画を作成するに当たり、以下の事項において適切に計画すること。

ア 植栽によらなければ的確な更新が困難な森林における主伐後の植栽

イ 公益的機能別施業森林の施業方法

ウ 森林の施業又は経営の受託等を実施する上で留意すべき事項及び共同して森林施業を実
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施する上で留意すべき事項

エ 森林病害虫の駆除又は予防その他森林の保護に関する事項

（２）森林法施行規則第33 条1 号ロの規定に基づく区域
【別表３】のとおり

２生活環境の整備に関する事項

該当なし

３森林整備を通じた地域振興に関する事項

森林の整備を通して、森林の様々な機能特に治水能力を高め、森林の恵みである水を通して地域

の振興を図る。

４森林の総合利用の推進に関する事項

該当なし

５住民参加による森林の整備に関する事項

（１）地域住民参加による取組みに関する事項

・地域住民が森林にふれあう機会を提供し、森林・林業の学習や体験活動を支援することで、森

林を地域住民で守り育てる意識の醸成を図り、住民参加による森林整備を推進する。

・とっとり共生の森育成支援を積極的に行い、企業等の社会貢献事業の推進を図るとともに、地

元住民の森林への関心や理解を高める。

（２）上下流連携による取組みに関する事項

・水源地としての森林の重要性について理解を深めるため、下流域の住民団体に間伐や枝打ちな

どの作業にボランティアとしての参加を働きかける

・森林の有する水源涵養等の公益的機能の維持・発揮のため、近隣市町村と連携して森林造成・

保全を行う。

（３）その他

該当なし

６その他必要な事項

該当なし



【別表１】 

区 分 森  林  の  区  域 面 積（ｈａ）

水源の涵養の機能の維持増進を図

るための森林施業を推進すべき森

林

１－Ｄ，２－ＡＢＣＤＥ，３－ＡＢＣＤＥ，４

－ＡＢ，５－ＡＢＣＤＥＦ，６－ＡＢＣ，３１

－ＡＢ，３２－ＡＢＣ，３３－ＡＢＣＤＥＦ，

３５－Ａの一部，３６－ＢＣ，３７－ＡＢＣＤ

Ｅ，３８－ＡＢ，３９－ＢＣＤ，４０－ＡＢＣ

ＤＦ，４１－ＡＢＤＥＦ，４２－ＡＢＣＤＥ，

４３－ＡＢＣＤＥＦ，４４－ＢＣＤＥ，４５－

Ｂ，４６－ＡＢ，４７－Ｂ，４９－ＡＢＣＤＥ

ＦＧ，５０－ＡＢＣＤＥＦ，５１－ＡＢＣＤ，

５２－ＡＢＣＤＥＦ，５３－ＡＢＣＤＥＦＧ，

５４－ＡＢＣＥ，５５－ＢＤＥ，５６－ＡＢＣ

ＤＥ，５７－ＡＢＤ，５８－Ａの一部・ＢＣ，

５９－ＢＣＤ，６０－ＡＢ，６３－Ａ，６６－

Ａ，６７－ＢＣ，６８－ＡＢＤ，６９－ＢＣ，

７０－ＡＢＣ，７１－ＡＣ，７２－ＡＢＣＤＥ

Ｆ，７３－Ａ，７５－Ａ，８３－ＡＢＣＤ，８

５－ＡＢＥＦ，８６－ＡＢ，８７－ＢＣＤＥ，

８８－ＡＢＣＤＥＦ，８９－ＡＢＣＤＥ，９０

－ＡＢＣＤ，９８－ＡＢＣＤＥＦ，９９－ＡＢ

ＣＤ，１００－ＡＢＣＤＥＦ，１０１－ＡＢＣ

ＤＥＦＧ，１０２－ＡＢＣＤＥＦ，１０３－Ａ

Ｂ，１０４－ＢＣ，１０５－ＡＣＤＥ，１０６

－ＡＢＣＤＥ，１０７－ＡＢＣＤＥＦＧＨ，１

０８－ＡＢＣＤＥＦ，１０９－Ａ，１１０－Ａ

ＢＣＤＥＦ，１１１－ＡＢＣＤＥＦＧ，１１２

－ＡＢＣＥ，１１３－ＡＥＦＧＨ，１１５－Ｂ

Ｇ，１１７－ＡＢＣＤＥＦＧＨＩ ＪＫＬＭ，１

１８－ＡＢＣＤ，１１９－Ａ，１２０－Ｄの一

部，１２３－Ｂの一部，１２４－Ａ，１２５－

Ａ，１２６－Ａ，１２７－Ａ，１２８－Ａ，１

２９－Ａ，１３０－ＡＢ，１３１－ＡＢＣＤＥ

ＦＧＨ，１３２－ＡＢ，１３３－ＢＣ，１３４

－ＡＣＤＥ，１３５－Ａ，１３６－Ａ，１３７

－Ａの一部・ＢＣ，１３８－ＡＢＣ，１３９－

ＡＢＣＤ，１４０－ＡＢＣＥＦ，１４１－Ａの

一部・ＢＣ，１４２－ＡＢＣＤＥＦ，１４３－

ＢＤＥＦ・Ｇの一部，１４４－Ｂ・Ｃの一部・

Ｄ，１４５－Ｃの一部

６，４９１



土地に関する災

害の防止機能及

び土壌の保全の

機能、快適な環

境の形成の機能

又は保健文化機

能の維持増進を

図るための森林

施業を推進すべ

き森林

土地に関する

災害の防止及

び土壌の保全

の機能の維持

増進を図るた

めの森林施業

を推進すべき

森林

１－ＡＢＣＥ，６－Ｄ，７－ＡＢ，８－ＡＢＣ

ＤＥ，９－ＡＢ，１０－ＡＢ，１１－ＡＢＣ，

１２－ＡＢＣ，１３－ＡＢＣＤ，１４－ＡＢＣ

ＤＥＦＧＨ，１５－ＡＢＣＤＥ，１６－ＡＢＣ

ＤＥ，１７－ＡＢＣＤＥＦＧＨＩ ＪＫＬＭＮＯ

Ｐ，１８－ＡＢＣＤＥＦＧＨＩ Ｊ，１９－ＡＢ

ＣＤＥＦＧＨＩ ，２０－ＡＢＣＤＥＦＧＨＩ Ｊ，

２１－ＡＢＣＤＥＦＧ，２２－ＡＢＣＤＥＦ，

２８－Ｃの一部，２９－Ａの一部・Ｂ・Ｃの一

部・Ｄ，３０－ＡＢ，３４－Ａ，３５－Ｂ，３

６－Ａ，３８－Ｃ，３９－Ａ，４４－Ａ，４５

－Ａ，４６－Ｃ，４７－Ａ，４８－ＡＢＣＤＥ

ＦＧＨＩ ，５４－Ｄ，５５－ＡＣ，５７－ＣＥ，

５８－Ａの一部，５９－Ａ，７１－Ｂ，８６－

Ｃ，８７－Ａ，９１－ＡＢＣＤＥ，９２－ＡＢ

Ｃ，９３－ＡＢＣ，９４－ＡＢＣＤＥ，９５－

ＡＢＣＤＥＦ，９６－ＡＢＣＤＥＧＨＩ ＪＫ，

９７－ＡＢＣＤＥ，１１２－Ｄ，１１３－ＢＣ

Ｄ，１１４－ＡＢＣＤＥ，１１５－ＡＣＤＥＦ，

１１６－ＡＢ，１２０－ＡＢＣＥ・Ｄの一部，

１２１－ＡＢＣＤＥＦ，１２２－Ａ，１２３－

Ａ・Ｂの一部，１３２－ＣＤＥ，１３３－Ａ，

１３４－Ｂ，１３７－Ａの一部，１３８－Ｄ，

１４０－Ｄ，１４１－Ａの一部，１４３－ＡＣ・

Ｇの一部，１４４－Ａ・Ｃの一部，１４５－Ａ

Ｂ・Ｃの一部・ＤＥＦ，１４６－ＡＢＣＤ，１

４７－ＡＢＣＤＥＦ，１４８－ＡＢＣＤＥＦＧ，

１０５－Ｂの一部

４，５５７

快適な環境の

形成の機能の

維持増進を図

るための森林

施業を推進す

べき森林

該当無し

保健文化機能

の維持増進を

図るための森

林施業を推進

すべき森林

６０－Ｃ，６１－ＡＢ，６２－ＡＢＣ，６４－

Ａ，６５－Ａ，６６－ＢＣ，６７－Ａ，６８－

Ｃ，６９－Ａ，７４－Ａ，７６－Ａ，７７－Ａ，

７８－Ａ，７９－Ａ，８０－Ａ，８１－Ａ，８

２－ＡＢＣ，８４－ＡＢＣＤ，８５－ＣＤ，１

０４－Ａ，１０５－Ｂの一部・Ｆ

988.43

木材の生産機能の維持増進を図る

ための森林施業を推進すべき森林

２３－ＡＢＣＤＥＦＧ，２４－ＡＢＣＤＥＦ，

２５－ＡＢＣＤＥ，２６－Ａ，２７－ＡＢＣＤ

ＥＦＧ，２８－ＡＢ・Ｃの一部，２９－Ａの一

部・Ｃの一部・３０－Ｃ

340.49



【別表２】

区 分 施業の方法 森  林  の  区  域 面 積（ｈａ）

水源の涵養の機能

の維持増進を図る

ための森林施業を

推進すべき森林

伐採面積の規模を

縮小した伐採を推

進すべき森林

１－Ｄ，２－ＡＢＣＤＥ，３－ＡＢＣＤＥ，

４－ＡＢ，５－ＡＢＣＤＥＦ，６－ＡＢＣ，

３１－ＡＢ，３２－ＡＢＣ，３３－ＡＢＣ

ＤＥＦ，３５－Ａの一部，３６－ＢＣ，３

７－ＡＢＣＤＥ，３８－ＡＢ，３９－ＢＣ

Ｄ，４０－ＡＢＣＤＦ，４１－ＡＢＤＥＦ，

４２－ＡＢＣＤＥ，４３－ＡＢＣＤＥＦ，

４４－ＢＣＤＥ，４５－Ｂ，４６－ＡＢ，

４７－Ｂ，４９－ＡＢＣＤＥＦＧ，５０－

ＡＢＣＤＥＦ，５１－ＡＢＣＤ，５２－Ａ

ＢＣＤＥＦ，５３－ＡＢＣＤＥＦＧ，５４

－ＡＢＣＥ，５５－ＢＤＥ，５６－ＡＢＣ

ＤＥ，５７－ＡＢＤ，５８－Ａの一部・Ｂ

Ｃ，５９－ＢＣＤ，６０－ＡＢ，６３－Ａ，

６６－Ａ，６７－ＢＣ，６８－ＡＢＤ，６

９－ＢＣ，７０－ＡＢＣ，７１－ＡＣ，７

２－ＡＢＣＤＥＦ，７３－Ａ，７５－Ａ，

８３－ＡＢＣＤ，８５－ＡＢＥＦ，８６－

ＡＢ，８７－ＢＣＤＥ，８８－ＡＢＣＤＥ

Ｆ，８９－ＡＢＣＤＥ，９０－ＡＢＣＤ，

９８－ＡＢＣＤＥＦ，９９－ＡＢＣＤ，１

００－ＡＢＣＤＥＦ，１０１－ＡＢＣＤＥ

ＦＧ，１０２－ＡＢＣＤＥＦ，１０３－Ａ

Ｂ，１０４－ＢＣ，１０５－ＡＣＤＥ，１

０６－ＡＢＣＤＥ，１０７－ＡＢＣＤＥＦ

ＧＨ，１０８－ＡＢＣＤＥＦ，１０９－Ａ，

１１０－ＡＢＣＤＥＦ，１１１－ＡＢＣＤ

ＥＦＧ，１１２－ＡＢＣＥ，１１３－ＡＥ

ＦＧＨ，１１５－ＢＧ，１１７－ＡＢＣＤ

ＥＦＧＨＩ ＪＫＬＭ，１１８－ＡＢＣＤ，

１１９－Ａ，１２０－Ｄの一部，１２３－

Ｂの一部，１２４－Ａ，１２５－Ａ，１２

６－Ａ，１２７－Ａ，１２８－Ａ，１２９

－Ａ，１３０－ＡＢ，１３１－ＡＢＣＤＥ

ＦＧＨ，１３２－ＡＢ，１３３－ＢＣ，１

３４－ＡＣＤＥ，１３５－Ａ，１３６－Ａ，

１３７－Ａの一部・ＢＣ，１３８－ＡＢＣ，

１３９－ＡＢＣＤ，１４０－ＡＢＣＥＦ，

１４１－Ａの一部・ＢＣ，１４２－ＡＢＣ

ＤＥＦ，１４３－ＢＤＥＦ・Ｇの一部，１

４４－Ｂ・Ｃの一部・Ｄ，１４５－Ｃの一

部

5,058.74



土地に関する災害

の防止機能及び土

壌の保全の機能、快

適な環境の形成の

機能又は保健文化

機能の維持増進を

図るための森林施

業を推進すべき森

林

長伐期施業を推進

すべき森林

１－ＡＢＣＥ，６－Ｄ，７－ＡＢ，８－Ａ

ＢＣＤＥ，９－ＡＢ，１０－ＡＢ，１１－

ＡＢＣ，１２－ＡＢＣ，１３－ＡＢＣＤ，

１４－ＡＢＣＤＥＦＧＨ，１５－ＡＢＣＤ

Ｅ，１６－ＡＢＣＤＥ，１７－ＡＢＣＤＥ

ＦＧＨＩ ＪＫＬＭＮＯＰ，１８－ＡＢＣＤ

ＥＦＧＨＩ Ｊ，１９－ＡＢＣＤＥＦＧＨＩ ，

２０－ＡＢＣＤＥＦＧＨＩ Ｊ，２１－ＡＢ

ＣＤＥＦＧ，２２－ＡＢＣＤＥＦ，２８－

Ｃの一部，２９－Ａの一部・Ｂ・Ｃの一部・

Ｄ，３０－ＡＢ，３４－Ａ，３５－Ｂ，３

６－Ａ，３８－Ｃ，３９－Ａ，４４－Ａ，

４５－Ａ，４６－Ｃ，４７－Ａ，４８－Ａ

ＢＣＤＥＦＧＨＩ ，５４－Ｄ，５５－ＡＣ，

５７－ＣＥ，５８Ａの一部，５９－Ａ，７

１－Ｂ，８６－Ｃ，８７－Ａ，９１－ＡＢ

ＣＤＥ，９２－ＡＢＣ，９３－ＡＢＣ，９

４－ＡＢＣＤＥ，９５－ＡＢＣＤＥＦ，９

６－ＡＢＣＤＥＧＨＩ ＪＫ，９７－ＡＢＣ

ＤＥ，１１２－Ｄ，１１３－ＢＣＤ，１１

４－ＡＢＣＤＥ，１１５－ＡＣＤＥＦ，１

１６－ＡＢ，１２０－ＡＢＣＥ・Ｄの一部，

１２１－ＡＢＣＤＥＦ，１２２－Ａ，１２

３－Ａ・Ｂの一部，１３２－ＣＤＥ，１３

３－Ａ，１３４－Ｂ，１３７－Ａの一部，

１３８－Ｄ，１４０－Ｄ，１４１－Ａの一

部，１４３－ＡＣ・Ｇの一部，１４４－Ａ・

Ｃの一部，１４５－ＡＢ・Ｃの一部・ＤＥ

Ｆ，１４６－ＡＢＣＤ，１４７－ＡＢＣＤ

ＥＦ，１４８－ＡＢＣＤＥＦＧ，６０－Ｃ，

６１－ＡＢ，６２－ＡＢＣ，６４－Ａ，６

５－Ａ，６６－ＢＣ，６７－Ａ，６８－Ｃ，

６９－Ａ，７４－Ａ，７６－Ａ，７７－Ａ，

７８－Ａ，７９－Ａ，８０－Ａ，８１－Ａ，

８２－ＡＢＣ，８４－ＡＢＣＤ，８５－Ｃ

Ｄ，１０４－Ａ，１０５－ＢＦ

3,823.46

複層

林施

業を

推進

すべ

き森

林

複層林施

業を推進

すべき森

林（択伐に

よるもの

を除く）

該当無し



択伐によ

る複層林

施業を推

進すべき

森林

該当無し

特定広葉樹の育成

を行う森林施業を

推進すべき森林

該当無し



【別表３】

番号 区域名 林　　班 区域面積（ha)

1柿原 １・２・３・４・５・６ 360.66

2佐川 ７・８・９・１０・１１・１２・１３ 266.8

3小江尾・大万 １４・１５・１６ 138.2

4江尾 １７・１８・１９ 287.42

5久連 ２０・２１・２２・２３・２４・２５・２６・２７・２８・２９・３０ 610.7

6吉原 ３１・３２・３３・３４・３５・３６ 395.45

7西成・袋原 ３７・３８・３９ 173.2

8大河原 ４０・４１・４２・４３・４４・４５・４６・４７ 443.53

9貝田 ４８・４９・５０・５１ 275.99

10杉谷 ５２・５３ 129.69

11栗尾・御机１ ５４・５９ 143.33

12美用１・小原 ５５・５６・５７ 176.42

13御机２ ６０・６１・６２・６３・６４・６５・６６・６７・６８ 574.56

14御机３ ６９・７０・７１ 167.76

15笠良原 ７２・７３・７４・７５・７６・７７・７８・７９・８０・８１・８２ 512.25

16助沢１・美用２・下蚊屋１５８・８３・８６・８７ 248.36

17下蚊屋２ ８４・８５ 177.17

18助沢２ ８８・８９ 148.3

19宮市・宮市原・池ノ内１９０・９１・９２・９３・９４・９５・９８ 371.99

20池ノ内２ ９６・９７ 200.17

21日ノ詰１ ９９・１００・１０１・１０２ 298.82

22深山口 １０３・１０４・１０５・１０６・１０７ 423.7

23日ノ詰２ １０８・１０９・１１０・１１１ 258.55

24尾ノ上原 １１２・１１３・１１４ 222.6

25池ノ内３ １１５・１１６・１１７・１１８・１１９ 436.79

26新道・一旦 １２０・１２１・１２２ 131.73

27武庫 １２３・１２４１２５・１２５・１２６・１２７・１２８・１２９・１３０ 395.14

28半ノ上 １３１・１３２・１３３・１３４ 327.43

29荒田 １３５・１３６・１３７・１３８ 345.33

30下安井 １３９・１４０・１４１・１４２・１４３・１４４ 296.35

31洲河崎 １４５・１４６・１４７・１４８ 285.11

合計 9,223.50


